
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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加治川村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

財政力指数
・前年度と比べて０．０１向上した。市税等の歳入状況に応じて、歳出額を抑制してきた結果といえる。市町村合併後
においても、こうした方針を継承し、更なる財政健全性の確保に努める。
経常収支比率
・前年度と比べて４．４ポイント後退した。平成１７年５月１日の新発田市への編入合併で出納（決算）整理期間が例
年より１カ月短縮となり、経常的な特定財源（国・県補助金等の一部）に年度内未収入金が生じ、相対的な穴埋めで
経常的な一般財源を充てざるを得なく、表面的な数値悪化となった。（この特定財源は、合併後に収入済）
起債制限比率
・前年度と比べて０．６ポイント後退した。しかし、これまで過度な事業実施や起債依存を徹底的に抑制してきた結果
が、指標値に現れている。合併後も、新規発行の抑制に努める。
人口１人当たり地方債現在高
・前年度と比べて、３７，５４７円増加したが、財政状況は良好といえる。起債制限比率と同様に、引き続き水準の抑
制に努める。
ラスパイレス指数
・経験年数階層区分別職員分布の変動によるものの他、特別昇給を実施しなかったことなどにより昨年度比０．８ポ
イントの減となった。合併により、今後は新市における給与制度体系の中でより一層の適正化を目指す。
人口1,000人当たり職員数
・合併により、今後は新市における集中改革プラン及び定員適正化計画の下で適正な定員管理を継続していく。


